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１．はじめに 
その３に示した部材の劣化度分類方法、その４に示し

たその分類に従った長期性能および耐震性能低減率の算

出方法を用いて、その５およびその６で３号棟を例に示

したように端島のその他の建物に対して構造性能の低減

率を計算した。 
２．対象建物 
対象とする建物は、端島を構成する建物のうち、表１

に示す 30 棟とした。建物階数は、１階～10 階建てである。

一部、半地下階を有する建物もあるが、低減率の計算で

は、その階を地上１階として集計している。２号棟の長

期性能および 66 号棟の耐震性能 X 方向は、現地調査の実

施が困難であったため、対象外としている。 

３．調査の方法 
調査では、各建物各階の柱・梁・耐力壁の劣化度を、

その３に示した方法で分類し、記録した。また今回は用

いないが、スラブ下面の劣化度も分類した。壁の分類は、

両側柱付き壁、片側柱付き壁、柱なし壁の３種類に分け

て劣化度を分類している。壁および梁の劣化度の集計方

法を図１に示す。まず、各部材の劣化度を、あらかじめ

用意した伏図に記録する。長期性能に対する劣化度を算

出する際には、梁の影響は無視して、柱および壁といっ

た鉛直材の劣化度のみから算出した。これは、スラブに

作用する鉛直荷重は、梁が劣化していてもスラブ等を介

表１ 対象建物と低減率計算結果 

建物名称 階数 長期性能 耐震性能 
X 方向 Y 方向 最小値 

2 号棟 4 - 83% 100% 83% 
3 号棟 4 98% 83% 96% 83% 
8 号棟 1 72% 40% 17% 17% 

13 号棟 4 95% 79% 83% 79% 
16 号棟 9 73% 24% 30% 24% 
17 号棟 9 79% 48% 20% 20% 
18 号棟 9 81% 61% 50% 50% 
19 号棟 9 82% 60% 56% 56% 
20 号棟 6 77% 54% 51% 51% 
21 号棟 5 78% 56% 26% 26% 
25 号棟 4 66% 30% 6% 6% 
30 号棟 7 44% 3% 3% 3% 
31 号棟 6 73% 11% 26% 11% 
39 号棟 3 88% 49% 73% 49% 
50 号棟 1 75% 15% 27% 15% 
51 号棟 9 83% 42% 18% 18% 
56 号棟 3 83% 65% 57% 57% 
57 号棟 6 42% 4% 13% 4% 
60 号棟 5 83% 23% 25% 23% 
61 号棟 5 77% 45% 27% 27% 
66 号棟 5 76% - 40% 40% 
67 号棟 1 37% 1% 4% 1% 
68 号棟 2 97% 78% 73% 73% 
70 号棟 6 92% 66% 72% 66% 
71 号棟 2 67% 35% 18% 18% 

65 号棟北 9 56% 12% 12% 12% 
65 号棟東 10 68% 20% 24% 20% 
65 号棟南 10 88% 80% 68% 68% 
ちどり荘 2 46% 0% 86% 0% 
貯水槽 1 69% 18% 37% 18% 
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(a) 部材の劣化度分類 
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(b) 耐震性能 X 方向での集計 
図１ 壁と梁の劣化度の集計方法 
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して伝達できると仮定したためである。 
一方、耐震性能低減率では、梁の劣化度は、検討方向

に架かる場合のみ考慮し、その劣化度が両端で接続する

鉛直部材の劣化度よりも大きい場合は、それらの鉛直部

材の劣化度を梁の劣化度で読み替える。例えば図１(a)の
ように各部材の劣化度が分類された場合、X 方向の耐震

性能を検討する場合は、同図(b)に示すように、梁１の劣

化度が⑤であるため、柱 b(IV)および柱 c(III)の劣化度は V
と読み替える。さらに、耐震壁の耐震性能を検討する際

の劣化度は、側柱も含めて評価することとし、柱と壁版

の劣化度の大きな方で読み替えるため、同図(b)に示すよ

うに、まとめて V となる。なお、柱 d は X 方向を考える

場合は梁２の劣化度の影響は受けない。 

４．低減率算出結果 
算出された長期性能低減率および耐震性能低減率を表

１および図２に示す。長期性能は 30 号棟など一部を除い

て比較的低減率が低いことが分かる。一方、耐震性能は、

島中央部の３号棟周辺で低減率が低いが、特に海岸沿い

で低減が著しく、25 号棟、30 号棟、57 号棟、67 号棟、

およびちどり荘では低減率が１桁であり、残存する耐震

性能が極めて低いことが分かる。 
５．おわりに 
 端島の 30 棟の建物の劣化による性能低減率を算出した

ところ、長期性能は比較的低減が少ないが、耐震性能の

低減の著しい建物が多いことが分かった。 
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(a) 長期性能低減率 
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(b) 短期性能低減率 

図２ 算出された長期性能低減率および短期性能低減率 
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